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重加算税の一考察 I

弓 山日
申
パミ〉、 史

1 はじめに

わが国の重加算税について，学説上， I重加算の賦課は非常に重く処罰的色彩が強い」川とか，

「重加算税の税率は高額であり，納税者にとって打撃は大きいJ(2)等と評されている。

しかLながら，借越であるが，最高裁判決及び基調的な諸学説等を検討するに，国税通則法

等に基づく重加算税等の問題のあり方を，憲法の「本質的」な観点から再考する法理は提起さ

れていない。

それ故に，加算税制度の問題は，加算税制度の意義である「申告納税制度」等のあり方を前

提に，国税通知法等の課税要件，特に，国税通則法68条1項の重要な課税要件である「隠ぺいj

及び「仮装」概念等のあり方の問題lこ帰結することになる。

そこで.私見は，憲法の「本質」に墓っく「法の支配Jの観点から，それらの基本的な問題

を検討することによって， I法の支配Jに基っく重加算税のあり方の一端を提起したい。

したがって，借越であるが，私見の憲法の「本質」に基づく税法観を「要約的」に提起し，

それを背景にして，国税通則法に慕づく重加算税等の基本的な問題点を検討するととにしたい。

さて，人権史的に捉えると，基本的人権は， I自由権Jのみならず「社会権J等を内包化する

ことによって，基本的人権の「あり方」が確立されることになった。

そのことは，現代社会においては，伊藤正己名誉教授が提起されているように，基本的人権

は， I形式的に法的保障があるからではなく，その実質において，それらが国家から恩恵として

与えられたものではなく，人間という事実のみに基づいて，人が生まれながらにLてもってい

る権利であり，すなわち生米の不可侵で不可譲の権利であるJ-'1と称されているように，基本的

人権は， I人間という事実」に基ついて保障される「個人の尊厳の保障jであり，その確認を宣

言するために，日本国憲法は， Iすべて凶民は，個人として尊重されるJ(憲法13条前段)等と

規定している。

それ故に，最高法規である憲法の「本質」は「個人の尊厳の保障jであり，諸法規は，正に「個
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人の尊厳の保障」を l内質」すべきことになる。そのことは，当然に，憲法の「本質」である「個

人の尊厳の保障jは，税法等の諸現象に「内質」すべきことになる。

したがって，そのことは，当然、に，憲法の「本質Jである「個人の尊厳の保障」は，税法等

の諸現象に「内質」すべきことになる。

そこで，純粋法学者として高名なケノレゼン (HansKelsen)は， I閏家作用jは法創設作用二

段階的に進行する規範定立過程であるo ーこの段階構造は，自己運動における法秩序の統ー

を基礎つ。ける根本規範に終止している。根本規範は，まず第ーに，法を創設する機関を設定す

ることによって，法論理的意味における憲法を成す。そして，そのようにして創定された立法

者が，立法自体を規制する規定を定立することによって一次の段階として一実定法的意味にお

ける憲法が成立する」川と称される「根本規範論」等の影響故えなのか，わが国では，根本規範

等の法理に基ついて， I個人の尊厳の保障」のあり方が提起されている。

基調的な所説によると，根本規範は，憲法が下位の法令の根拠となり，その内容を規律する

のと同じように，憲法の根拠となり，また，その内容を競律するものである0 ・目…・われわれは，

憲法の内部において，根本規範と他の憲法規範という段階構造の存在を認めることができる。

そして， fj走者は前者によって，根拠づけられ，規律されているのである。ところで，具体的に，

日本国憲法における根本規範の内容として，どのようなものが考えられるか。国民主権主義，

基本的人権尊重主義および永久平和主義の三つの原理がそれに該当するものであろう。そして，

さらにこれらの原康の根底にある原理として， I個人の尊厳」という原理が考えられる刷とか，

自然、権を実定化した人権規定は，憲法の中核を構成する「根本規範jであり，乙の根本規範を

支える核心的価憶が人格不可侵の原則(個人の尊厳の原理)である帥と称されている。

しかし， I億人の尊厳の保障Jについて，国民主権主義，基本的人権尊重主義，および永久平

和主義の三つの原理印の根底にある原理として， I個人の尊厳jという原理的とか，根本土毘範を

支える核心的価値が人格不可侵の原~IJ (個人の尊厳の原理)(9)となる「個人の尊厳の原理」は，

いかなる意味を白寸ーるのであろうか。

私見は，前記所説の「根底にある原理と Lて， r個，、の尊厳』という原理JOOlとか，円艮本規範

を支える核心的価値が人格不可侵の原理(個人の尊厳の原理)'山等のあり方の形而上化等の克

服と，新たな「法体系」を確立するために，日本国憲法の「本質」は， I人聞という事実のみに

基づいて，人が生まれながらにしてもっている権利」山である「他人の尊厳の保障Jm)として捉

えることによって，その「下位規範」の諸法規等に「個人の尊厳の保障Jを「内質」する法理

を基に「税法原理」を確立すべきものと考える。したがって，その前提として，その「個人の

尊厳の保障」の「本質jを確認し宣言するために，憲法は「国民は，すべての基本的人権の享

有を妨げられないJ(憲法第11条)， Iすべての国民は個人として尊重されるJ(憲法第四条)(18)等

と規定した上で，その基本的人権は， I侵すことのできない永久の権利J(憲法第11条・同97条)

と規定している。
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それ故に，憲法の「本質」である「個人の尊厳の保隊Jを「法の支配J'凶の観点から， I税法」

の「法形態」の「あるべき」当為 (Sollen)性に「内質jすべきことになる。
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(13)佐藤幸治名誉教授は，憲法第13条に関して， r私は， 13条前段『間人の尊重とは，人格によって通底さ

れた個々の具体的人間の自律的生を尊重しようとすることであり，後段の I幸福追求に対する権利Jとは，

それを受けて人聞の白津的生を可能ならしめるべく包括的・ 般的に権利として捉えたものであるH佐

藤幸治『日本国憲法と法の支配』有斐閣， 2002年， 26貰)と称されているが，しかし， r個人目尊重」を

「人格によって通底されたJ([;ロ]上論文， 26頁)ところの「具体的人間の自律的生を尊重J(向上論文，

26頁)と称されることは，その「人間の自律的生J(同上論文)のあり方によっては，極めて「人間」を

価値的にとらえることになる白でないのだろうか。私見は， r側人の尊厳の保障jは， r具体的な人聞の

保障」の問題と Lて捉えるべきものと考える。

また，木村弘之教授は， r日本国憲法の価値秩序のなかで，憲法13条 1文によって保護されている個人

の尊厳が最上位の価値である。法治国家における租税法の秩序もまた，このことを尊重Lなければなら

ないJ(木村弘之『租税法学』税務経理協会， 1999年， 93頁)と称されているが， lかし， r個人の尊厳

の保障Jは， r憲法13条1文によって保護J(向上書， 93頁)されているのでなく， r確託1規定」と Lて捉

えるべきものと考える。そうすると，当然に，憲法の「本質Jたる「個人の尊厳の保障Jは， r法治国家

における租税法の秩序」に「内質Jすべきも白と考える。

(14)杉村敏正博士は， r法治主義jについて， rドイツにおいて戦前に 般に説かれた『法律の支配』

CHerrschaft des Gesetzes)や，わが国において戦前に 般に説かれた『法律の支配』や『法治主義』

は，支配する「法律」ゃ『法』白内容を問題と Lないから，悪法の支配も『法律の支配」や『法治主義』

でありえたJ(杉村敏jEr法白支配と行政法』有斐閣， 1970年， 32真)と称されているが，伊藤正巳名誉

教授は， r法の支配Jについて， r法による国家権力のコントロールのみならず法そのものの内容や手続

の正当性を嬰求l，法治民家の理念を形式的のみでなく，実質的にも実現LょうとするJ(伊藤正己『憲

法』弘文堂， 1982年， 14頁)と称されことは，憲法の「本質Jたる「個人の尊厳の保障」を「内質Jす

る「法の支配Jの定義治と評することができる。

そこで，渡辺洋三名誉教授が， r法の支配Jについて， r権力者を拘束する客観的基準はだれがきめる

のか?それをきめるものは，権力者自身であってはならない。それをきめるものは，民主主義国家にお
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いては，主権者たる国民でなければならない，ということが原理的に要請される。法が権力者の意思を

拘束するとはとりもなおさず，国民の芭思が権力者の意思を拘束するということである。法が最高であ

るという思想は，すなわち国民の意思が最高であるという思想を根本にもっている。こうして，法の支

配は，主権在民の民主主義政治体制と，きってもきれない関係にある。近代法治主義とはつまるところ，

国民の意思が法の名において権力者を拘束し，権力者の行為を国民の意思に服せLめる，という原則以

外のなにも白でもないJ(渡辺洋三『法というものの考え方』日本評諮社， 1992年， 78--79i'Oと， I法の

支配」を「国民の意思が権力者の意思を拘束するJ(向上書， 78頁)と称されていることは傾隠すべき己

とであるが， LかL，憲法の「本質lとなる「個人の尊厳の保障」を「法の支配」に「内質JLないで，

「個人の尊厳の保障」の「手段Jである「民主主義jの観点から「法の支配Jを問題にすることは，結

局，多数決誌で「法の支配」を確立することになり，それは，従来裂の「法治主義論Jに帰結すること

になる。伊藤正己名誉教授は， litの支配Jについて， I法による国家権力のコントロ ルのみならず法

そのものの内容や手続の正当性をも要求し，法治毘家の理念を形式のみではなく，実質的にも実現しよ

うとするJ(伊藤正己『憲法』弘文堂， 1982年， 14頁)と称されることは，憲法の「本質jである「個人

の尊厳の保障」を「内質」する「法の支配」の定義請と評することができる。

※本稿の引用原文の「右」の文言は， I前記Jに引用者・修正。

2.諸学説等に基づく加算税等の基本的な問題点、のあり方について

(1) 重加算税等に関する基本的な諸学説等について

①田中二郎博士は， I加算税」について， I租税処罰法J'Dの観点から， I行政法規においては，

その定める義務の不履行ないし義務違反に対して，一定の制裁を科することができるものとす

ることによって，当該法規の実効性を保障するとともに，義務者の心理上の圧迫を加え，間接

的に，義務の履行を確保しようとするのが通例である。

租税法上，かような目的のために科される制裁には，ここでいう制裁税と租税罰の両者があ

る。(中路・引用者)。

ここで制裁税というのは，租税法 kの義務の不履行に対する一種の行政上の制裁として，税

の形式で課されるものを総称する。延滞税，各種加算税，過怠税がこれである。JWと称された

上で， I重加算税と租税刑罰の併科」に関して， I重加算税については，課税要件事実の隠蔭又

は仮装して納税の義務を適正に履行しないというその諜税嬰件が，偽りその他不正の行為によ

り租税を免れるという脱税犯の構成要件と酷似し，かっ，その負担が不足額の35%となり重い

ために，二重処罰(憲法39条)にあたるのではないかという意見がある。しかし，重加算税は，

その制裁的意義は否定できないにしても，脱税者の不正行為の反社会性ないL反道徳性に着目

し，これに対する制裁として科する刑事罰と異なり，課税要何事実を隠蔽又は仮装して申告

(納付)義務を正しく履行しなかったという事実があれば，正当な理由がない限り，課される

ものであり，それによって過少申告，不申告等による納税義務違反の発生を防止。L，もって租

税収入の確保を図ろうとする行政上の措置である。従って，重加算税を課することは，納税義

務者の行為を犯罪とし，これに対する刑罪として科する趣旨でないから，重加算税と租税刑罰
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を併科しても憲法 (39条)に違反しないと解すべきである。J(3)ム重加算税と「制裁として科

する刑事罰J'幻との違いを， I脱税者の不正行為の反社会性ないし反道徳性」叫の観点から提起さ

れているが，しかし，その「反社会性ないし反道徳性fωは，極めて「抽象的jで「多義的Jな

概念であるので，それを呉体的に明確にしないと，果して， I重加算税と租税刑罰を併科しても

憲法 (39条)に違反しないと解すJmことができるのであろうか。

②金子宏名誉教授は，まず，申告納税制度と加算税等のあり方を明確にするために「加算税

は，申告納税制度および徴収納付制度(中略・引用者)の定着と発展を図るため，申告義務お

よび徴収納付義務が適正に履行されない場合に課される附帯税である(税通条以下。)申告納税

制度がわが国で一般的に採用されたのは，戦後のことであるが，それは民主的租税制度の一環

として重要な意味をもっている。また，徴収納付制度は，相税の徴収を確保するために必要な

制度である。そこで，申告義務および徴収納付義務の違反に対して特別の経済的負担を課する

ことによって，それらの義務の履行の確保を図り，ひいてはこれらの剣度の定着を促進しよう

としたのが，加算税の制度である。J8)と称された上で， I重加税jについて， I納付すべき税額

の計算の基礎となる事実の全部または一部について隠ぺいまたは仮装があり，過少申告・無申

告または不納付がその隠ぺいまたは仮装に基づいている場合は，過少申告加算税・無申告加算

税または不納付加算税の代わりに，重加算税と呼ばれる特別に重い負担が諜されまたは徴収さ

れる(中略・引用者)。

重加算税は，納税者が隠ぺい・仮装という不正手段を用いた場合に，これに特別に重い負担

を課する乙とによって，申告納税制度および源泉徴収ま基盤が失われるのを防止する己とを目

的とするものである。Jmと，金子宏名誉教授は， I民主的租税制度の一環」“"として， I申告納税

制度と源泉徴収制度jの「定着と発展Jlllと，その「基盤が失われるのを防止することを目的と

する」山ことを「加算税制度」の趣旨とされている。

ところが，学説上， I形式的・多数決主義的な民主主義観においては，既存の制度枠組みの中

で，多数による決定が行われるかどうかだけに関心があり，その決定に至るまでの過程はまっ

たく問われない。そこには，民意の国政への反映をいかにして実質化するかといった視点は存

在せず，ある特定の政治制度と政治的文脈の中で与えられたく数〉を絶対視L，決定時点での

民意がどこにあるかを考慮せずして，多数決が強行される。そLて，いったん多数決強行され

る。そして，いったん多数決による『決定』さえなされてしまえば，あとはその『民主的決定』

を憶に，肖無を言わさぬ『決定』への服従が求められることになる。J'山と称されるように，民

主主義論は，時に形式的・多数決主義に陥いり，既存の制度を過度に保全することになる。

例え，森山文昭弁護士(教授〕が， I重加算税の税率は高額であり，納税者にとって打撃は大

きい。租税法律主義の立場からは，条文の文言を離れ，安易に適用範囲を拡げるような解釈を

すべきでない。J'印と評されても，民主主義制度の一環としての申告納税制度の保全のために，

結局は，既存の重加算制度を許容することになる。
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そこで，その問題を是正するためには，憲法の「本質Jである「個人の尊厳の保障Jの文脈

の「財産権等の保障」を「内質」する「法の支配」の観点から，申告納税制度の保全のための

重加算制度のあり方が問われることになる。

したがって，民主納税制度の一環としての申告納税制度は，憲法の「本質jである「他人の

尊厳の保障」の手段であるので，当然に重加算税のあり方が潤われることになる。

そして，重加算税と租税刑罰の関係について，金子宏名誉教授は， I国税通則法によって加算

税の対象とされる行為が，同時に個別組税法によって刑罰の対象とされている場合が少なくな

い。たとえば，所得税法は，正当な理由な Lに確定申告書を確定申告期限内に提出しない行為

(241条)，源泉徴収して納付すべき税額を納付しない行為 (240条)を刑罰の対象としている。

したがって，前者の行為に対しては，無申告加算税に加えて刑罰が科されることになる。さら

に，無申告または不納付が，事実の隠ベいまたは仮装(中略・引用者)に基ついている場合に

は，無申告加算税および不納付加算税の代わりに，それぞれ重加算税が課されるが，他方，所

得税法は，偽りその他不正の行為により所得税を免れる行為 (238条)の刑罰の対象としている。

事実の隠ぺいまたは仮装に基づく無申告および不納付は，偽りその他不正の行為に該当する場

合が多い。したがって，その場合にも，重加算税に加えて刑罰が科されることになる。無申告

や脱税に対して刑罰を科する規定は，法人税法 (159条・ 160条〕その他の個別租税法の中にも

見られる(たとえば，相続68条・ 69条)。このように，一個の行為に対L，一方で加算税を課L，

他方で刑罰を科することが，憲法39条の二重処罰の禁止に反しないかが問題となるが，加算税

は，刑事制裁と異なり，申告義務および徴収納付義務の適正な履行を確保L，ひいては申告納

税制度および徴収納付制度の定着を図るための特別の経済的負担であって，処罰ないし制裁の

要素は少ないから，それは二言葉処罰にあたらないと解すべきであろうJHlと称されている。

しかし，牛島勉弁護士は， I昭和62年の改正により，過少申告加算税，無申告加算税および重

加算税の割合がそれぞれ 5%引き上げられ，納付すべき税額に対して，原則として，過少申告

加算税が10%(一定の部分は15%)に，重加算税が35%または40%になったことなどを考えれ

ば，制裁としての要素も少なからずあると言わさるを得ないように恩われる。」ω と称されてい

る。

したがって，森山文昭弁護士(教授)は， I重加算税の税率は高額であり，納税者にとって打

撃は大きい。JmJと評されていることから，重加算税を課した上に，刑罰を科する己とは，二重

処罰の問題のあり方に帰結することになる。

それ故にか，以前，碓井光明教授は，I重加算税賦課の構造」山の観点から， I重加算税に関す

る議論が，罰金と追徴税の併科の合憲性に関する最高裁判決を基礎とすることによって，誤っ

た方向に進んだように恩われてならない。現行の重加算税に関する規定を直視して議論を進め

るべきではないかと思うo そして重加算税が，建物としては，租税のー穏と Lて，法定の課税

要件事実の充足によって成立するとされているにもかかわらず，実態においては，納税義務者
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に対する税務行政庁の威かく手段として利用されている面もあるのではないかと推測される。

そのような実態の分析をもふまえて，あるべき重加算税制度を検討すべきものと思う。J(1S)と称

されている。

③山田二郎弁護士(祖税訴訟学会会長)は， ，重加算税の『隠ぺい又は仮装』という要件と遁

脱犯『偽りその他不正の行為』という要I'i'とは，同じ内容であるといえるので，重加算税の賦

説!と遁脱犯に対する処罰が憲法39条が禁止している F二重処罰の禁止』に触れないかが争われ

た。最判昭和33年 4月30(民集12・6・938)は，加算税は申告義務又は租税納付義務違反に対

する制裁として課されるものであるが，申告義務違反又は租税納付義務違反を刑罰として処罰

するものではないので，憲法39条に違反しないと判示している。不正行為があっても多くの場

合，重加算税の賦課で終っており，遁脱犯と Lて処罰されるのは悪質な場合であるといえるが，

重加算税の賦課と通脱犯の処罰は，形式論と Lて最判のような説明ができるとしても，わが国

の重加算税の賦課は非常に重く処罰的色彩が強いので，実質的に見ると， r二重処罰の禁止』に

触れないか，比較法的・実証的な検討をすべき課題である。J(19)と， ，重加算税の賦該!と遁脱犯の

処罰J(i:'))の関係を， ，重加算税の賦課は非常に重く処罰的色彩が強いJ(2ll乙とで， ，実質的に見る

と， r二重処罰の禁止』に触れないかJ聞を問われることは，極めて傾聴すべき所説と評すこと

ができる。

④ところが，重加算税の目的性等の観点、から，住田裕子弁護士(元法務省訟務局付検事)は，

「重加算税を含む加算税は，納税義務違に対して行政制裁として経済的負担を課することによ

り，申告納税秩序を維持すること，すなわち，申告納税義務違反の発生を未然に防止し，徴税

の実をあげることを主目的とする。また，自発的に正直な申告をした納税者との不公平感を除

去した上，税務調査を困難と L，そのための多大の労力と経費とを国家に費やさせたことの補

填(国庫利益の回復)などの性格をも有する。

制裁であることを強調すれば，二重処罰との関係が問題となるとする論者があるが，前記最

判のとおり(，重加算税は，……課税要件事実を隠ぺいし，また仮装する方法によって行われた

場合に，行政機関の手続により違反者に課せられるもので，これによってかかる方法による納

税義務違反の発生を紡止L，徴税の実を挙げようとする行政上の措置であり，刑罰と異なるか

ら，重加算税のほかに刑罰を科しても，憲法39条に違反しない。J(最判昭45・9・lljfiJ集24巻

10号1333頁・|言l論文「引用文献J挿入.~ I用者)，加算税制度は，あくまでも行政上の措置とし

ての制裁であり，行政目的を達成するための一手段である。犯罪という反社会的行為に対する

非難や社会的制裁としてのもっぱら司法手続による刑事罰ではない。一般に、行政制裁の方法

としては，免許取消・業務等の停止・一定の資格剥奪・課徴金等の経済的制裁などさまさまな

手段が用いられているが，納税という金員の国庫への拠出に対する違反に対しては，経済的制

裁がもっとも効果的であり，かっ，なじむものである。その結果，金員の国庫への拠出という

面で刑罰の中の罰金と共通する部分が異なるものであるから，加算税制度が二重処罰であると
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の批判は当たらないであろう(もっとも，重加算税を課されて乙れを納めた場合に罰金の額等

量刑上割酌される事由となることはあり得ょう。)J附と傾聴すべき所説を展開されているが，

しかし， ，金員の国庫への拠出という面で刑罰の中の罰金と共通する部分があるとしても，目的

が異なり，取り扱う機関も異なるものであるから，加算税制度が二重処罰であるとの批判は当

たらないであろう」削と称される， ，目的性」等に基っく重加算税の経済制裁と主主脱犯の刑罰の

あり方に関する区別論は，その「目的性jを具体的に明確にしないと，その「目的性jのあり

方は形而上化l，結局は，重加算税と遁脱犯の区別論のあり方が問われることになる。

また，特に，同弁護士が， ，国税通則法の制定に関する答申の説明」を引用され， ，重加算税

は，制裁的意義を有することは否定できないが，そもそも納税義務違反者の行為を犯罪とし，

その不正行為の反社会性ないしは反道徳伎に着目して，これに対する制裁と Lて科される刑事

前とは，明白に区別すべきであると考えられる。このように考えれば，重加算税を課すととも

に刑事罰に処しでも，二重処罰と観念すべきではないと考える。J'日と提起されていることにつ

いて，確かに， ，重加算税の税率は高額J'加であることから， ，重加算税は，制裁的意義を有する

ことは否定できないJ'引が，だが，具体的な根拠を示さずに，重加算税について， ，そもそも納

税義務違反者の行為を犯罪とし，その不正行為の反社会性ないしは反道徳性に着目し，これに

対する制裁として科される刑事罰とは，明白に区別すべきである。」凶と称することができるの

であろうか。

だが，刑罰の根拠となる「反社会性J，反道性Jは，不確定概念あることから，一義的な概念

でなく，常に，多義的な意味を内包しているので，その刑罰の根拠となる「反社会性Jr反道

性jの意味を具体的に明確にLない以上は，その根拠は， r形而上化」することになる。そして，

刑罰の根拠となる「反社会性H反道性Jは，前記のように，一義的な概念でなく，多義的な意

味を内包しているので，当然に重加算税の根拠にもなりうる概念でもある。

したがって，前記のように，同弁護士が， ，国税通別法の制定に関する答申の説明」を引用さ

れ，重加算税は，制裁的意義を有することは否定できないが，そもそも納税義務違反者の行為

を犯罪とし，その不正行為の反社会性ないしは反道徳性に着目して，これに対する制裁として

科される刑事罰とは，明白に区別すべきであると考えられる。」山〉と称されるのは，過言と評す

ることができる。

⑤そこで，清水敬次名誉教授が， ，重加算税が課される場合は同時に桓税の遁脱犯の構成要件

をもみたすものと思われ，したがって，重加算税の賦課と租税通脱犯に対する処罰iとが憲法39

条の「同ーの犯罪について，重ねて刑事上の責任を問われない」との二重処罰の禁止にふれな

いかが問題となる。J'吐，重加算税む閣制Eの基本的な問題点，つまり， ，重加算税が課される

場合は，同時に遁税犯の構成要件をもみたすJ'川乙との観点から， r二重処罰の禁止」を問題に

されているのは，一定の法理として許容すべきことになる。

しかし，その前提として，最高裁昭和33年 4月30日大法廷判決(，遁脱犯に対する刑罰が『詐
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偽その他不正の行為により云々』の文字からも窺われるように，脱税者の不正行為の反社会性

ないし反道徳性に着目し，これに対する制裁として科せられるものであるに反L. 法43条の追

徴税は，単に少申告・不申告による納税義務違反の事実があれば，同条所定の己むを得ない事

由のない限り，その違反の法人に対L課せられるものであり，これによって，過少申告・不申

告による納税義務違反の発生を防止し，以って納税の実を挙げんとする趣旨に出た行政上の措

置であると解すべきである。」聞との判示を意図されたのか，同名誉教授は.I加算税は，申告義

務又は租税納付義務違反に対する制裁として課されるものであるが，当該申告義務又は担税納

付義務違反を犯罪としてこれに対する刑罰とし科されるものではないから，憲法39条に反しな

いJ'331と称されているのも，重加算税と遺脱犯の区別のあり方を具体的に明確にLないと，結局，

それは憲法39条の「二重処罰の禁止jの問題に帰結することになる。

また，そのことは，加算税，特に重加算税と，遁脱犯の法的性格のあり方の問題であり，そ

れは，憲法の「本質」となる「個人の尊厳の保障jに基づく「法の支配」の観点から検討しな

いと，前記の最高裁昭和33年4月30日大法廷判決の問題で「事Jが決されることになる。

⑥そこで，田中二郎博士は.I行政法規においては，その定める義務の不履行ないし義務違反

に対して，一定の制裁を科することができるものとすることによって，当該法規の実効性を保

障するとともに，義務者に心理上の圧迫を加え，間接的に，義務の履行を確保しようとするの

がュ車例である。

租税法上，かような包的のために科される制裁には，ここでいう制裁税と租税罰の両者があ

る。ここで制裁税というのは，租税法上の義務の不履行に対し，一種の行政上の制裁(納税義

務者に対して諜せられる不利益)として，税の形式で課されるものを総称し，これに対L.こ

こで租税罰というのは，訴税法上の義務違反に対して，一般統治権に基ついて科される制裁を

総称する。これら両者は，その性質を異にするが，前述のように共通の目的を有する制裁であ

るから，これらに関する法を一括して租税処罰法と呼ぶことにする。J"りと，体系的な観点から，

「租税処罰法Jを上位概念として，加算税と相関する「制裁税」と遁脱犯と相関する「租税罰」

を「共通の目的を有する制裁Ju51とLて位置づけながら，今度は. Iこれら両者は，その性質を

巽lこするJ'う}と，制裁税と租税罰を区別されているのは，その「性質Jのあり方を具体的に明確

にしないと，憲法39条の「二重処罰の禁止」の問題に帰結することになる。

したがって，それを前提に，同博士が.I重加算税と租税刑罰の併科jについて，最高裁昭和

33年4月初日大法廷判決を意図された上で.I重加算税は，その制裁的意義は否定できないにし

ても，脱税者の不正行為の反社会性ないし反道徳性に着目し，これに対する制裁として科する

刑事罰と異なり，課税要件事実を隠蔽又は仮装して申告(納付)義務を正しく履行しなかった

という事実があれば，正当な理由がない限り，課されるものであり，それによって過少申告，

不申告等による納税義務違反の発生を防止し，もって租税収入の確保を図ろうとする行政との

措置である。従って，重加算税を課することは，納税義務者の行為を犯罪とし，これに対する
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刑罰として科する趣旨でないから，重加算税と租税刑罰を併科しても憲法 (39条)に違反しな

いと解すべきである。J印)と， I脱税者の不正行為の反社会性ないし反道徳性に着目J'却されるこ

とは，結局，形而上的な観点に基づく重加算税と租税刑罰の併科の許容論となる。

したがって，森山文昭弁護士(教授)は， I重加算税の要件である『仮装・隠ベい』は，刑罰

の要件とされる『偽りその他不正の行為jとほとんど同一であり，重なり合う。そして，重加

算税の負担は決して軽いものではない。これらの点からするならば，尚者の併科は，やはり違

憲の疑いが強いと言わざるを得ないであろう。JCll)と称される観点は，前記最高裁昭和33年4月

30日大法廷判等とその判決を支持する諸学説に対する，極めて傾聴すべき批判論と評すること

均三できる。

(2) 加算税の制度のあり方と適正手続論について

①そこで，北野弘久博士は， I jJ日算税の制度の制度については， (中略・引用者)いくつかの

基本的疑問を提起していた。その主要なものを整理すれば，つぎの三点に要約することができ

ょう。

i )国税通1m法に規定する加算税の課税要は，きわめて不明確である。加算税は行政上の

制裁措置(一種の行政上の秩序罰とみる見解もある)であるが，制裁規定の構成要件は元来

没価値的・客観的・記述的であらねばならない。それは，それを適用する者の主観的判断が

介入する余地がないように主観的要素を排除して客観的に構成されねばならない。

u)加算税制度は，一般には申告納税制度を育成するための過渡的な措置として理解され

るべきであり，議論のあり方としては刑事訴追の徹底を行なうところが本則とされるべきで

ある。国側の刑事訴追の不徹底さを加算税という行政上の便宜手段によってカパ しようと

いう態度はそもそもおかしい。加算税制度に対しては基本的にはその廃止の方向において，

Y ャウプ税制後10余年を経過した今日(昭和37年当時)の諸事情をふまえて再検討されるべ

きであるまいか。

iii)加算税，とくに重加算税については憲法上の問題 (39条違反)が存在する。重加算税

と刑罰とを併科することは，かりに現段階における憲法解釈論のレベルにおいては違憲とは

いえないとしても，それは憲法の趣旨(精神)に反する己とは否定しえない。三ノャウプ税制

後10余年を経過した今日(昭和37年当時)，重加算税制度は廃止されるのが望ましいが，かり

に，直ちに廃止することができないとしてもなんらかのかたちにおいて重加算税と刑罰との

併科をしないこととする立法上の措置を構ずべきであるoJ(mと極めて傾聴すべき所説を提起

された上で，北野弘久博士は，最近の基本書で明確に重加算税等について， I立法論的に，加

算制度はこれをもともと過渡期的措置としてとらえるならば，その廃止の方向が検討される

べきであろう。すなわち，税法違反についてはすべて刑事制裁制度に一元化する。も L，存

続させるならば，刑罰制度との調整がなされるべきであるJW)と称された上で，結論として，

「重度の税法違反に対しては刑罰のみを科し，それに至らない軽度の税法違反に対しては加
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算税のみを課することとして，税務制裁制度を二元的に構成することとしたほうがよいと考

えている。そうすれば，二重処罰の疑いもなくなるJ'凹と称されている。

ところが，佐藤英明教授は，北野弘久博士の所説に対して， I遁脱罪として刑事訴追される

範囲が現在重加算税だけしか課されていない行為にまで広く及び，刑事処罰の範囲が飛躍的

に拡がることも，理論的には考えられる。(中略・引用者)しかしこのように実際の刑事処罰

の範囲を拡大することには，刑罰の謙抑制という点からみてかなり疑問がある。すなわち，

この説は，現在，法律の文言上は遁脱罪に該当するにもかかわらず重加算税しか課されない

行為のほとんどすべてが刑事処罰に値する実質的な悪質性を宵しているかという点について

何ら述べることがないが，形式的に遁脱罪の構成要件を満たす行為の中にも刑事処罰に値し

ない程度のものがあると考えられるから，己の点を考慮することなく，形式的に刑事処罰の範

囲の拡大を説くことは処罰権の滋用につながるおそれがあるので，賛成しがたいのである川

と痛烈に批判されている。

しかし，北野弘久博士は， I立法上の措置J'山として， I重加算税を課せられた納税義務者に

対し刑事訴追が行なわれた場合には，訴追期間中は重加算税を徴収することを猶予し，訴追

の結果をみたすうえで重加算税の徴収処分の続行を決定すべきである。そして，もし，訴追

の結果，有罪となって罰金jfIJ等に処せられたときは，重加算税の賦課を取り消すこととし，

すでに重加算税を納付していたときは，統納付の重加算相当額を還付することにするJ(mと

称されている観点から，果して，北野理論は， I形式的に刑事処罰の範囲の拡大Jmと評する

ことができるのであろうか。

②また.北野弘久博士は， I現行法は加算税の課税手続について何ら『適正手続』への配慮を

行っていない。現実的にも，いわば『隠密的Jに，納税者に対して制裁が行われている。刑罰

を宣告するにあたっては，刑事法廷において厳格な刑事訴訟法のノレーノレに従って証拠調べが行

われる。加算税の課税手続においても，本来，前記に準ずる手続が保障されなければならない。

もし加算税制度を引き続き維持しようとするならば，立法論的に前記の『適正予続』のための

規定の整備がなされねばならないといえよう。」印〉と称される「加算税」の「適正手続」の基本

的な問題点の提起は， .lEに，山下清兵衛弁護士(教授)が， I租税のうち，租税債権・債務の内

容，租税債権・債務の成立・承継・消滅・効果をそれ自体として規律するのが，租税実体法と

租税手続法を明確に区別L，その両法について合理性がなければならない。同ーの租税法の中

には，租税実体法規と，租税手続規定が混在していることが多く，これを区分して，分析する

ことは課税実体法要件を抽出するために必要である。租税法における正当性保障が確保されな

けnliならない。

租税手続法は，fJ!税実体法における債権・債務関係に関する規範を具体化する手続にすぎな

い。しかし，租税法において，手続の惚怠が納税者の権利に影響することが多く，これと租税

実体法要件との関係を明確にする必要性がある。」削と， I租税法において，手続の慨怠が納税者
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の権利に影響する乙とが多く，これと租税実体i法要件との関係を明確にする必要性がある」刷と

称されることは，現在の加算税，特に重加算税の重要な要件を是正する問題提起である。

そこで，北野弘久博士は，前記のように， rもし加算税制度を引き続き維持しようとするなら

ば，立法論的に前記の『適正手続Jのための規定の整備がなされねばならないといえよう。jC".Q)

と称された上で， r現行法のもとでも，運用上さしあたりつぎのような手続が憲法13条， 31条の

『適正手続』の要請により必要であると解される。すなわち，明文規定がなくても，第一に処

分に先立って被処分者である納税者に弁明・聴聞の機会を与えることが必婆である。第二に処

分の際に処分をするにいたった具体的理由を明示することである。その際，r事実の隠ベい・仮

装』等に関する証拠の摘示を行うべきである。筆者は現行法のもとで，この二つの手続を欠く

加算税処分は憲法の要請する『適正手続』に違反し違法になると解している。

さきに税務制裁制度を二元的に構成すべきことを提言したが，立法論的には何が刑罰を科さ

れる重度の税法違反なのか，何が加算税を課される軽度の税法違反なのか，何が加算税を課さ

れる軽度の税法違反なのか，具体的基準化すべきであろう。さしあたり現行法のもとでは運用

面で，真に刑罰を科するに値する税法違反のみ訴追することとし，その程度にいたらない税法

違反には加算税のみを課することとする取扱いの定着が期待されるoJ(mと，前記の「二つの手

続を欠く加算税課税処分は憲法の要請する『適正手続』に違反し違法になると解している。J-m

と称されるのは，現在の加算税制度のあり方を手続論的に是正するものと考えるが，私見では，

「運用上j<5l1として捉えるのではなく，憲法の「本質」である「個人の尊厳の保障」を「加算課

税処分」等に「内質」するところによって，前記の加算税の基本的な問題が法解釈的に是正さ

~lることになる。

もちろん，北野弘久博士が提起される「立法論的には何が刑罰を科される重度の税法違反な

のか，何が加算税を課される軽度の税法違反なのか，の具体的基準を法定化すべきであろう。」附

と称されていることは，傾聴すべき立法論であるが，その場合に，憲法の「本質」である「個

人の尊厳の保障」の文脈たる「財産権等の保障」を「内質」することによって， r立法論的には

何が刑罰を科される重度の税法違反なのか，何が加算税を諜される軽度の税法違反なのかJ5'il，

その「本質的」なあり方が関われることになる。

したがって，倍越であるが，私見の提起する憲法の「本質」である「伺人の尊厳の保障Jを

「内質」することによって，山下清兵衛弁護士(教授)が， r憲法31条は， r何人も，法律の定

める手続によらなければ，その生命若しくは自由を奪われ，又はその他の刑罰を科せられない」

とL，この規定は，法の実体的内容と法手続の合理性・正当性を要請するものと解されている。

同条は，刑罰に限らず，自由を拘束するその他の場合についても，性質の許す限り，実体保障

と手続保障が及ぶものと解されている。j附と称古れる傾聴すべき法理が普遍化することになる。

また，そのことは，憲法の「本質Jを「実体」及び「手続」の観点に「内質」することによっ

て，加算税等の基本的な問題点が再考されることになる。その前提として，その文脈にある重
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加算税の法的性格のあり方を探究するために，重加算税と罰金を併科する二重処罰等，特に，

その法益等のあり方を検討することによって，重加算税の根拠等のあり方の一端を提起したい。

主

(1)田中二郎『租税法J(第3版H 有斐閣， 1990年， 387頁。

( 2 )向上書， 387→ 388頁。

( 3 )同上書， 392-393頁。

(4)同上書， 393頁。

( 5) I同上書， 393頁。

( 6 )向上書， 393頁。

(7)同上書， 393頁。

( 8 )金子宏『租税法J(第12版)j弘文堂， 2007年， 578頁。

(9)同上書， 584頁。

(10)向上書， 578頁。

(11)向上書， 584頁。

(12)木下智史・本秀紀「民主的自己統治の可能性と民主主義理論J民主主義科学者協会法律部会編『改憲・

改革と法J(法律時報増刊)日本評論社， 2008年， 308頁。

(13)森山文昭「隠ぺい・仮装」中村芳昭・三木義縞『租税法J法学書院， 2007年， 193賞。
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(15)牛島勉「加算税と二重処罰禁止J山田二郎編集代表『租税法講義J民事法研究会， 2005年， 307頁。
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(21)同上書， 300頁。

(22)向上書含 300頁。

(23)住田裕子「重加算税白鼠課要件と Lての「隠ベい・仮装』行為(上)Jr商事法務J1419号， 1996年，
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(26)森山文昭，前掲桟(13)，193頁。

(27)住回路子舎前掲注(23)，4頁。

(28)同t論文， 4頁。

(29)同上論文， 4頁。

(30)清水敬次『税法(第7版)J ミネルヴァ書房， 2007年， 316頁。

(31)同上書， 316頁。

(32)最高大法廷判昭和33・4・30民集12巻 6号， 940-941頁。

(33)清水敬次，前掲注(30)，316-317頁。

(34)田中二郎，前掲注(1)， 387頁。
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(35)向上書， 387頁。

(36)同上書， 387頁。

(37)向上書， 393頁。

(38)向上書， 393頁。
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(39)森山文昭，前傾注'(3)，195頁。

(40)北野弘久『税法学の基本問題』成文堂， 1972年， 39H99頁。

(41)北野弘久『税法学原諸(第6版)J青林書院， 2007年， 509頁。

(42)向上書， 509頁。

(43)佐藤英明『脱税と制裁」弘文堂， 2002年， 280-281頁。

(44)北野弘久「加算税制度白再検討Jr税法学j249号， 20頁。

(45)同上論文， 20頁。

(46)佐藤英明，前椙注(43)，280頁。

(47)北野弘久，前掲注(41)， 509頁。

(48)山下清兵衛「租税法律主義と行政処分JllJ出二郎編集代表『租税法講義』民事法研究会， 2005年， 93-94 

頁。

(49)同上書， 94頁。

(50)北野弘久，前掲注(41)， 509貰。

(51)向上書， 509-510頁。

(52)同上書， 510頁。

(53)向上書， 509頁。

(54)向上書， 510頁。

(55)向上書， 510頁。

(56)山下清兵衛，前掲注(48)，93頁。

3，重加算税と刑罰の併科と法話等のあり方について

(1) 最高裁判決等を中心にした併科のあり方について

そこで， リ デインタ・ケース'"と評される最高裁昭和33年4月30日大法廷判決によると，

「法人税(中略・引用者)43条の追徴税は，申告納税の実を挙げるために，本来の租税に附加

して租税の形式により賦課せられるものであって，これを諜することが申告納税を怠ったもの

に対L制裁的意義を有することは否定し得ないところであるが，詐偽その他不正の行為により

法人税を免れた場合に，その違反行為者および法人に科せられる同法48条 1項および51条の罰

金とは，その性質を異にするものと解すべきである。すなわち，法48条 l項の遁脱犯に対する

刑罰が『作偽その他不正の行為により云々』の文字からも窺われるように，脱税者の不正行為

の反社会性ないし反道徳性に着目 L，これに対する制裁として科せられるものであるに反し，

法43条の追徴税は，原に過少申告・不申告による納税義務違反の事実があれば，同条所定の巳

むを得ない事由のない限り，その違反の法)，1こ対し課せられるものであり，これによって，過

少申告・不申告による納税義務違反の発生を防止し，以って納税の実を挙げんとする趣旨に出
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た行政上の措霞であると解すべきである。法が追徴税を行政機関の行政手続により租税の形式

により課すべきものとしたことは追徴税を諜せられるべき納税義務違反者の行為を犯罪とし，

これに対する刑罰として，これを課する趣旨でないこと明らかである。」印と判示している。

そこで，松尾治也名誉教授は， I本件のような追徴税と罰金との併科が，憲法39条に反しない

理由を説得的に判示し得ているかには疑問がある。しかし，裁判所の立場で考えれば，①申告

納税制度の定着のための追徴税と，悪質な脱税事犯を抑制するための刑罰とはともに必要であ

ること。②憲法39条と同旨の規定を持つアメリカ合衆国で併科が容認されている己と，③追徴

税と遁脱罪との構成要件はかなり差異を持つことなどを理由とすることができょうJ31と評さ

れている。その後，最高裁昭和45年9月11日第二小法廷判決は，重加算税について， I所論は，

重加算税のほかに刑罰を科することは，憲法39条に違反する旨主張する。

しかし，国税通則法68条に規定する重加算税は，問法65条ないし67条に規定する各種の算税

を課すべき納税義務違反が課税要件事実を隠ぺいし，または仮装する方法によって行われた場

合に，行政機関の行政手続により違反者に課せられるもので，これによってかかる方法による

納税義務違反の発生を防止し，もって徴税の実を挙げようとする趣旨に出た行政上の措置であ

り，違反者の不正行為の反社会性ないし反道徳性に着目してこれに対する制裁として科せられ

る刑罰とは趣旨，性質を異にするものと解すべきであって，それゆえ，同一の租税遁脱行為に

ついて重加算税のほかに刑罰を科しでも憲法39条に違反するものでないことは，当裁判所大法

廷判決の趣旨とするところである(昭和33年4月初日大法迂判決・民集12巻 6号938頁参照。

なお，昭和36年7月6日第一小法廷判決・刑集15巻 7号1054頁参照。)。そLて，現在これを変

更すべきものとは認められないから，所論は，探ることができない。JWと判示した上で，同最高

裁は， I所論は，昭和40年法律33号による改正前の所得税69条に規定されている罰金刑は，甚だ

高額であるが， ~IJに重加算税が課せられるとなれば，両者の額を合算すれば，被告人は著しく

過大な金額を国家に納付することになるから，前記69条は， JfiJ罰は公正な刑罰であることを要

求する憲法31条に違反する旨主張する。

しかし，憲法31条が所論のごとき事項を保障する規定であるかどうかは別にして，前述のζ

とく，罰金と重加算税とは，その趣旨，性質を異にするものであり，そして，所論改正前の所

得税法69条の罰金JfiJは，同条にその寡額の定めがなく，情状により比較的軽く量定吉れる己と

もありうるのであるから，同条の罰金刑の規定自体が著しく重いという乙とはできない。それ

ゆえ，違憲の論旨は，前提を欠色刑訴法405条の上告理由にあたらない。jlSJと判示しているが，

結局は，前記の最高裁昭和33年4月30日大法廷判決を前提lこ， ~司税通員IJ法68条に規定する重加

算税は， I納税義務違反の発生を防止し，もって徴税の実を挙げようとする趣旨に出た行政条の

措霞であり，違反者の不正行為の反社会性ないし反道徳性に着目してこれに対する制裁として

科せられる刑罰とは趣旨，性質を異にするものと解すべきJ61と判示している。しかし，その根

拠となると，極めて「抽象的jなものと評することができる。
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換言すると，いかなる理由で，関税通則法68条に規定する重加算税が， I反社会性ないし反道

徳性に着目J'りする「刑罰とは趣旨，性質を異にする」川のであろうか。

周知のように，その「反社会性JI反道徳性」の概念は， I抽象的」な「不確定概念」故に，

「一義的」な概念でなく「多義的」な概念であることから，いかなる理由で，重加算税が， I反

社会性ないし反道徳性に着目J'りする「刑罰とは趣旨，性質を異にするJI
Olのであろうか。

したがって，それらの意味を具体的に明確にしないと，重加算税と租税刑罰の併科は，憲法

39条の「二重処罰」の問題に帰結することになるが，前記のように，田中二郎博士は， I行政法

規においては，その定める義務の不履行ないし義務違反に対して，一定の制裁を科することが

できるものとすることによって，当該法規の実行性を保障するとともに，義務者に心理上の圧

迫を加え，間接的に，義務の履行を確保しようとするのが通例である。

租税法上，かような目的のために科される制裁には，ここでいう制裁税と租税罰の両者があ

る。ここで制裁税というのは，租税法上の義務の不履行に対し，一種の行政上の制裁(納税義

務者に対して諜せられる不利益〕として，税の形式で課されるものを総称し，これに対L，こ

こで租税笥というのは，租税法上の義務違反に対して，一般統治に基づいて科される制裁を総

称する。これらの両者は，その性質を異にするが，前述のように共通の目的を有する制裁であ

るから，これらに関する法を一括して租税処罰法と呼ぶこととするoJ(l1)と称された上で，その

両方の意義及び性格等の観点から， I制裁税というのは，租税法上の義務の不履行に対する一種

の行政上の制裁(中略・引用者)として，税の形式で課されるものを総称する。J021。そして，

「租税罰は，直接には，過去に行われた租税法上の義務違反に対して制裁を科することによっ

て，租税法規の実効性を保障することを目的とし，間接には，納税義務者その他の租税法上の

義務者に心理上の圧迫を加え，その義務の履行を確保することを目的とする。J'凶と称されてい

る。

だが，それらの意義と性格等を前提に， I重加算税と租税刑罰の併科jの問題について，前記

の最高裁昭和33年 4月30日大法廷判を意図されたのか，同博士は， iA重加算税は，その制裁的意

義は否定できないにしても，脱税者の不正行為の反社会性ないし反道徳性に着目し，これに対

する制裁として科する刑事罰と異なり，課されるものであり，それによって過少申告，不申告

等による納税義務違反の発生を防止し，もって租税収入の確保を図ろうとする行政上の措置で

ある。従って，重加算税を課することは，納税義務者の行為を犯罪と L，これに対する刑罰と

して科する趣旨でないから，重加算税とfi!税iflJ罰を併科しても憲法 (39)に違反しないと解す

べきである。J"りと称されている。

しかし，前記のように，同博士は， I重加算税は，その制裁的意義は否定できないにしても，

脱税者の不正行為の反社会性ないし反道徳性に着目L，これに対する制裁として科する刑事罰

と異なりJmと称された上で， I重加算税を課することは，納税義務者の行為を犯罪とし，これ

に対する刑罰として科する趣旨でないJHilと称されても，その「反社会性JI反道徳性jは，前
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記のように， I抽象的」故に， I不確定概念jであることから，その意味は， I一義的jではなく

「多義的」な概念である。 Lたがって，その意味が，具体的に明確でない限り，刑事罰の根拠

となりえないものと考える。

前記のように，それらの問題について，森山文昭弁護士(教授)は， I重加算税においても

『隠ぺい・仮装』という行為の反社会性・反道徳性が強いからこそ，他の加算税より高額のペ

ナルティーが課されるのである。要するに，両者の違いは相対的なものにすぎず，それらが全

く異なる性質のものであると言うことができないoJ'川と，前記最高裁昭和33年 4月30日大法廷

判決を批判されている。

だが，その前提として， I反道徳性」等に基づく，刑罰の法益性を検討すべきものと考える。

j主

(1)松尾治也「罰金と重加算税の併科(諜)白合憲性」金子宏・水野忠恒・中里実「租税判例百選(第 3版)J

「ジュリスト(日IJ附)J120号， 1992年， 215頁。

(2)最高大法廷判昭和33・4・30民集12巻 6号313頁。

( 3 )松尾浩也，前掲注(1)， 215頁。

( 4 )最高判昭和45・日・ 11jflJ集24巻10号1336-1337頁。

( 5 )最高判昭和45・9・11却l集24巻10号1337頁。

(6)最高判昭和45・9・11jflJ集24巻10号1336頁。

(7)最高判昭和45・9・11刑集24巻10号1336頁。

( 8 )最高判昭和45・9・11刑集24巻10号1336貰。

( 9 )最高判昭和45・9・11刑集24巻10号1336頁。

(10)最高判昭和45・9・11刑集24巻10号1336頁。

(11)田中二郎『租税法(第3版H 育斐間， 1990年， 387頁。

(12)向上書， 38干388頁。

(3)向上書， 393頁。

(4)向上書， 393頁。

(15)同上書， 393頁。

(16)同上書， 393頁。

(17)森山文昭『二重処罰』中村芳昭・三木義一『租税法J2007年， 195頁。

4 程税法律関係と保護法益論等のあり方について

(1) 租税遁脱罪と保護法益について

刑法学者の基調的な所説によると，刑罰は，生命・自由・財産という人の貴重な法益の剥奪

を内容とする一つの害悪であるから一歩誤ると，国民の基本的人権の不当な制約，自由な生活

活動の抑圧という好ま Lくない事態を招くおそれを絶えず内包しており山とか，刑罰規定を設

けるにあたっては，実質的な処罰の必要と根拠が充分に明白にみとめられることが必要である。
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何が保護法益であるかを充分に見定め，これを刑罰規定をもって保護する必要があることが明

確にいえるばあいに，はじめて，刑罰法規を設けることが許されるものといわねばならない。

ことに，刑罰規定を設けることが基本的人権を制限する結果になるようなばあいには，このこ

とはとくに注意されなければならないのであるmと称されているように，まず，遺脱罪の保護

法益のあり方を問うべきことになるが，佐藤英明教授は， ，租税遁脱非の保護法益は租税債権と

いう国家の財産権であり，それを偽りその他不正な行為によって侵害する点で，租税遁脱罪は

詐欺罪と類似の性格を持つ犯罪であるj印と称された上で， ，遮脱罪を財産犯の一種と考えるな

ら，その反倫性は明らかである。このような考察は，直接に遁脱罪を自然、犯として位置つける

ことを可能にするからである。そしてさらに，詐欺利得罪との罪質の類似性から考えて遁脱罪

の処罰に実刑を用いることも，原則的には是認されるものと考えてよいであろう J~)と称されて

いるが，学説上，それは，結局は， ，遁脱罪が担税債権という国家の財産権を保護する財産権の

一種とみているので，重加算税と遺脱罪の処罰をどちらとするかの悪意性とは，国家の租税債

権をどれだけ阻害したか，換言すれば脱税額・過少申告額の大小で区分するということにな

る」白}と称された上で，それは， ，r国庫説』に依拠するものとなって，過少申告額の金額が大き

ければ怒質として実刑，少額なら重加算税という結論となって，至IJ底賛成できないJ'のと称され

るのは，極めて傾聴すべき「租税債権jの保護法誌の批判論と評することができる。

特に，佐藤英明教授が，金子宏名誉教授の理論に従ってぺ「租税債権・債務を中心として体

系化された租税法J仰を基に， ，租税処罰法の中心的な規定たる遁脱罪が端的に租税債権を保護

しているJ9l観点から， ，租税連続罪の保護法益は租税債権JnOlと称されている。

(2) 憲法の「本質」と租税法律関係等について

そこで，基調的な所説によると， ，租税法律関係とは，税法において規律されている法律関係

をいうo それは，国又は地方公共団体と国民との間の租税に関する権利義務の関係であるJ'川

とか， ，今Hの租税法律主義のもとでは，租税の賦課・徴収は必ず法律の根拠に基つかなければ

ならず，国民は法律の根j拠也に基づいてのみ納税義務を負担するJ"口ヘ?

悶家と国民との間の干穏E税をめぐる朔係は，かつてのように生の権力関係ではなく，法律上の関

係ではなし法律上の関係，すなわち法律関係である。この関係を，通常，租税法律関係

CSteuerrechtsverhaltnis)と呼ぶJ'附と称された上で， ，租税法律関係の性質については，か

ねて，それが権力関係 (Gewaltverhaltnis)であるか，それとも債務関係であるかをめくって

争いがあるJ'同と称されているが，結局，金子宏名誉教授， ，租税法律関係」の「総括j として，

「租税法律関係の最も基本的な内容は，悶家が納税者に対して，租税と呼ばれる金銭給付を請

求する関係，すなわち納税者が国家に対して租税と呼ばれる金銭給付を行う関係であるから，

これを基本的・原理的に債務関係として把握することは，十分な理由があるJ151と， ，租税法律

関係」を納税者に対する片務的な債務関係として捉えられている。
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しかし，憲法の「本質」は. 1個人の尊厳の保障」であるので. 1租税法律関係Jを単純に

「基本的・原理的に債務関係Jl61として捉えるべきでなく. 1個人の尊厳の保障」を前提として，

納税者の「債務関係」を展開しないと，結局'それは，片務的な「慕卒;的.原理的に債務関係J"臼山1口7

を形成する乙とになり'憲法の「本質Jである「個人の尊厳の保障Jの観点から問題があると

考える。

確かに，前記のように同名誉教授は. 1相税債務は法的債権 Cobigatioex lege)であって，

私法上の債務のように当事者の合意によってその内容が定まるのではないJ081と称されている

が，私見は，その前提として.1m税法律関係Jは，憲法の「本質」たる「個人の尊厳の保障」

を前提とした上で. 1租税債務」を問題にすべきものと考える。

したがって，前記の佐藤英明教授の所説のように，単純に「租税遁脱罪の保護法益は租税債

権JJ9)で.1財産犯の一種J'叩と称された上で.1反倫性Jmを問題にし.1遁脱罪を自然犯Jnlとし

て位置っーけることができるであろうか，結局，それは. 1刑事処罰の範囲の拡大j<'J11こ寄与する

ことになる。

また. 1倫理手性Jは. 1当然に『社会』のあり方と相関することになるから，個人主義に立脚

する現在のわが国の法制度において(憲13条参照).多様な価値観が許容されることが必要であ

り.r他人に迷惑をかけない限り』行動する自由が保障されなくてはならず.r他人に対して迷

惑のかからない行為Jに対して国家が積極的かっ強制的に介入し，一定の価値観とそれに従っ

た行動を国民に対して強要することは慎まなければならないJ<W。また，刑法の機能と目的に

ついて.1社会倫理あるいは刑法規範そのものを保護する」凶することになると.1犯罪の本質・処

罰根拠はJ(2i)l， I規範に違反しようとする入院の意思Jmの問題に帰結することになり，結局は，

Ir犯罪的意思があれば刑罰であり』ということになって妥当でないことになるJ附

したがって，前記のように，憲法の「本質Jたる「個人の尊厳の保障」を前提にせず，佐藤

英明教授が.1租税遁脱罪の保護法主主は租税債権」凶で「財産犯の一種J(:，))として.1反倫性JlDを

問題にされているのは. 1刑罰の謙抑性jに反することになる。

i主

(1)藤木英雄『可苦1的違法性の理論J有信堂.1971年. 235頁。

( 2 )閏藤重光「刑法網要総論(改定版)j自IJ文社.1979年. 49-50頁。

( 3 )佐藤英明『脱税と制裁』弘文堂.2002年. 339頁。

(4)向上書. 339頁。

( 5 )松沢智「租税処罰法」有斐閣.1999年. 92頁。

( 6 )向上書. 92頁。

(7)佐藤英明， 目白掲注 (3).338頁。

金子宏名誉教授は.I租税法律関係の中心1;(.国家と納税義務者との潤の債権・債務白関係，すなわち

債務関係であるが，それは私法上の債・確実かっ迅速に行わなければならないことを反映して，租税債
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権者である国家の手に，私法上の債権者には見られない種々の特権が留保されている。その結果として，

租税法律関係においては，債権者である国家が優越性をもち，その限りで租税法律関係は不対等な関係

として現われるJ(金子宏『租税法(第12版)J弘文堂， 2007年， 26頁。〕と称されている。

(8)佐藤英明，前掲注(3)， 338頁。

( 9 )向上書， 338頁。

(10)向上書， 338頁。
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(12)金子宏『租税法(第12版)J弘文堂， 2007年， 21頁。
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